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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側に順に、
　位置が固定の正屈折力の第１レンズ群と、
　無限遠物点から近距離物点へのフォーカシングの際に、光軸に沿って像側へ移動する負
屈折力の第２レンズ群と、
　フォーカシングの際に光軸方向での位置が固定の正屈折力のリアレンズ群と、からなり
、
　前記第１レンズ群は、物体側から像側に順に、正屈折力の第１サブレンズユニットと、
第２サブレンズユニットと、正屈折力の第３サブレンズユニットと、絞りと、からなり、
　前記第１サブレンズユニットは、１枚又は２枚の正の単レンズからなり、
　前記第２サブレンズユニットは、物体側から像側に順に、負レンズと、正レンズと、正
レンズと、負レンズとからなり、
　前記第３サブレンズユニットは、１つの正のレンズ成分からなり、
　ここで、レンズ成分は、単レンズまたは接合レンズであって、空気に接触する光学有効
面が２面のレンズであり、
　前記第１サブレンズユニットと前記第２サブレンズユニットとの間隔と、前記第２サブ
レンズユニットと前記第３サブレンズユニットとの間隔とが、前記第１サブレンズユニッ
トから前記第３サブレンズユニットまでの間の空気間隔の中で１番目と２番目、もしくは
、２番目と１番目に長く、
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　以下の条件式（１）を満足することを特徴とする望遠レンズ。
　０．４＜ｄsu1o2／ｄG1＜０．８　　　（１）
　ここで、
　ｄsu1o2は、前記第１サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面
から前記第２サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面までの光軸
上の距離、
　ｄG1は、前記第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から前記第１レ
ンズ群の最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
である。
【請求項２】
　前記第１サブレンズユニットと前記第２サブレンズユニットの間隔と、前記第２サブレ
ンズユニットと前記第３サブレンズユニットの間隔は、前記第１レンズ群中の空気間隔の
中で、1番目と２番目に長いことを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
【請求項３】
　以下の条件式（２）を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載の望遠レンズ。
　０．４＜ｆsu1／ｆ＜１．０　　　（２）
　ここで、
　ｆsu1は、前記第１サブレンズユニットの焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項４】
　以下の条件式（３）を満足することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載
の望遠レンズ。
　４＜ｆsu1／ｄsu1i2＜１５　　　（３）
　ここで、
　ｆsu1は、前記第１サブレンズユニットの焦点距離、
　ｄsu1i2は、前記第１サブレンズユニットの最も像側に位置するレンズの像側の面から
前記第２サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面までの光軸上の
距離、
である。
【請求項５】
　前記第３サブレンズユニットは、以下の条件式（４）を満足する正レンズを少なくとも
１枚有することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の望遠レンズ。
　１６＜νsu3pmin＜５５　　　（４）
　ここで、
　νsu3pminは、前記第３サブレンズユニット内の正レンズのアッベ数のうちで、最小と
なるアッベ数、
である。
【請求項６】
　以下の条件式（５）を満足することを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載
の望遠レンズ。
　０．３５＜ｆsu3／ｆ＜１　　　（５）
　ここで、
　ｆsu3は、前記第３サブレンズユニットの焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項７】
　前記第２サブレンズユニットは、最も物体側に前記負レンズと前記正レンズからなる接
合レンズを有することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の望遠レンズ。
【請求項８】
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　前記第２サブレンズユニットは、物体側から像側に順に、前記負レンズと前記正レンズ
からなる物体側接合レンズと、前記正レンズと前記負レンズからなる像側接合レンズと、
を有することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の望遠レンズ。
【請求項９】
　前記リアレンズ群は、正屈折力の第３レンズ群と、光軸と垂直方向に移動する手ブレ低
減レンズ群である負屈折力の第４レンズ群と、正屈折力の第５レンズ群と、からなること
を特徴とする請求項１から８のいずれか１項に記載の望遠レンズ。
【請求項１０】
　以下の条件式（６）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．４２＜ｄG1／ＬTL＜０．５２　　　（６）
　ここで、
　ｄG1は、前記第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から前記第１レ
ンズ群の最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
　ＬTLは、無限遠物点合焦時における前記望遠レンズの最も物体側に位置するレンズの物
体側の面から像面までの距離、
である。
【請求項１１】
　以下の条件式（７）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　１＜ｄsu1s／ｄG1＜１．２　　　（７）
　ここで、
　ｄsu1sは、前記第１サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面か
ら前記絞りまでの光軸上の距離、
　ｄG1は、前記第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から前記第１レ
ンズ群の最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
である。
【請求項１２】
　前記第５レンズ群は、物体側から像側に順に、物体側接合レンズと、像側接合レンズと
、を有することを特徴とする請求項９に記載の望遠レンズ。
【請求項１３】
　以下の条件式（８）を満足する負レンズを有することを特徴とする請求項９に記載の望
遠レンズ。
　０．６０＜θgFG5min＜０．６８　　　（８）
　ここで、
　θgFG5minは、前記第５レンズ群内の負レンズのθgFのうちで、最小となるθgF、
　θgFは、部分分散比であって、θgF＝（ｎｇ－ｎＦ）／（ｎＦ－ｎＣ）で表され、
　ｎＣ、ｎＦ、ｎｇは、それぞれ、Ｃ線、Ｆ線、ｇ線に対する屈折率、
である。
【請求項１４】
　以下の条件式（９）を満足することを特徴とする請求項９に記載の望遠レンズ。
　０．０５≦ｆG5／ｆ≦０．１５　　　（９）
　ここで、
　ｆG5は、前記第５レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項１５】
　以下の条件式（１０）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．６５＜ＬTL／ｆ＜０．９５　　　（１０）
　ここで、
　ＬTLは、無限遠物点合焦時における前記望遠レンズの最も物体側に位置するレンズの物
体側の面から像面までの距離、
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　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項１６】
　以下の条件式（１１）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．４＜ｆG1／ｆ＜０．５　　　（１１）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項１７】
　以下の条件式（１２）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　－０．２５＜ｆG2／ｆ＜－０．１　　　（１２）
　ここで、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項１８】
　以下の条件式（１３）を満足することを特徴とする請求項９に記載の望遠レンズ。
　０．１＜ｆG3／ｆ＜０．３　　　（１３）
　ここで、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項１９】
　以下の条件式（１４）を満足することを特徴とする請求項９に記載の望遠レンズ。
　－０．１＜ｆG4／ｆ＜－０．０３　　　（１４）
　ここで、
　ｆG4は、前記第４レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の前記望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【請求項２０】
　前記第２サブレンズユニットの前記物体側接合レンズは、以下の条件式（１５）を満足
する正レンズを有することを特徴とする請求項８に記載の望遠レンズ。
　８５＜νsub2op＜１００　　　（１５）
　ここで、
　νsub2opは、前記第２サブレンズユニットの前記物体側接合レンズにおける少なくとも
１つの正レンズのアッベ数、
である。
【請求項２１】
　前記第２サブレンズユニットの前記像側接合レンズは、以下の条件式（１６）を満足す
る正レンズを有することを特徴とする請求項８に記載の望遠レンズ。
　７０＜νsub2ip＜１００　　　（１６）
　ここで、
　νsub2ipは、前記第２サブレンズユニットの前記像側接合レンズにおける少なくとも１
つの正レンズのアッベ数、
である。
【請求項２２】
　以下の条件式（１７）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．２＜Ｙ2／Ｙ1a＜０．３２　　　（１７）
　ここで、
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　Ｙ2は、前記第２レンズ群の入射面における軸上光線の最大光線高、
　Ｙ1aは、前記第１レンズ群の入射面における軸上光線の最大光線高、
である。
【請求項２３】
　以下の条件式（１８）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．５５＜Ｙ1b／Ｙ1a＜０．８５　　　（１８）
　ここで、
　Ｙ1aは、前記第１レンズ群の入射面における軸上光線の最大光線高、
　Ｙ1bは、前記第２サブレンズユニットの入射面における軸上光線の最大光線高、
である。
【請求項２４】
　前記第２サブレンズユニットは、以下の条件式（１９）を満足する正レンズを有するこ
とを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　７５＜νｄ1bp＜１００　　　（１９）
　ここで、
　νｄ1bpは、前記第２サブレンズユニットに含まれる正レンズの最小アッベ数、
である。
【請求項２５】
　以下の条件式（２０）を満足することを特徴とする請求項１に記載の望遠レンズ。
　０．４２＜Ｄ12／Ｄ1＜０．７５　　　（２０)
　ここで、
　Ｄ12は、前記第１サブレンズユニットの入射面から前記第２サブレンズユニットの入射
面までの距離、
　Ｄ1は、前記第１サブレンズユニットの入射面から前記第３サブレンズユニットの射出
面までの距離、
である。
【請求項２６】
　請求項１から２５のいずれか１項に記載の望遠レンズと、
　撮像面を持ち且つ前記望遠レンズにより前記撮像面上に形成された像を電気信号に変換
する撮像素子と、を有することを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、望遠レンズ及びそれを有する撮像装置に関するものである。特に、交換レン
ズシステム用途として最適な、望遠レンズに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルカメラの発展に伴い、種々のデジタルカメラ用交換レンズが提案されて
いる。例えば、特許文献１では、正・負・正の３群構成において、第１群の最像側に絞り
を配置し、第２群の移動により近距離物点へのフォーカスを行っている。この構成により
、交換レンズ用途の３００ｍｍ／Ｆ４の望遠レンズを実現している。
　また、例えば、特許文献２では、正・負・正の３群構成において、第２群の移動により
フォーカスを行い、絞りは第３群中に配置されている。この構成により、交換レンズ用途
の４００ｍｍ／Ｆ２．８から８００ｍｍ／Ｆ５．６の望遠レンズを実現している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－３２２９８６号公報
【特許文献２】特開２０１３－２５０２９３号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１や、特許文献２の構成では、光学系の小径化と、諸収差の補
正を、両立することが困難であった。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、光学系の小径化が達成されると共に、
諸収差の発生が良好に抑制された望遠レンズ及びそれを有する撮像装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の望遠レンズは、
　物体側から像側に順に、
　位置が固定の正屈折力の第１レンズ群と、
　無限遠物点から近距離物点へのフォーカシングの際に、光軸に沿って像側へ移動する負
屈折力の第２レンズ群と、
　フォーカシングの際に光軸方向での位置が固定の正屈折力のリアレンズ群と、からなり
、
　第１レンズ群は、物体側から像側に順に、正屈折力の第１サブレンズユニットと、第２
サブレンズユニットと、正屈折力の第３サブレンズユニットと、絞りと、からなり、
　第１サブレンズユニットは、１枚又は２枚の正の単レンズからなり、
　第２サブレンズユニットは、物体側から像側に順に、負レンズと、正レンズと、正レン
ズと、負レンズとからなり、
　第３サブレンズユニットは、１つの正のレンズ成分からなり、
　ここで、レンズ成分は、単レンズまたは接合レンズであって、空気に接触する光学有効
面が２面のレンズであり、
　第１サブレンズユニットと第２サブレンズユニットとの間隔と、第２サブレンズユニッ
トと第３サブレンズユニットとの間隔とが、第１サブレンズユニットから第３サブレンズ
ユニットまでの間の空気間隔の中で１番目と２番目、もしくは、２番目と１番目に長く、
　以下の条件式（１）を満足することを特徴とする。
　０．４＜ｄsu1o2／ｄG1＜０．８　　　（１）
　ここで、
　ｄsu1o2は、第１サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面から
第２サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面までの光軸上の距離
、
　ｄG1は、第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から第１レンズ群の
最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
である。
【０００７】
　また、本発明の撮像装置は、上述の望遠レンズと、撮像面を持ち且つ望遠レンズにより
撮像面上に形成された像を電気信号に変換する撮像素子と、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明は、光学系の小径化が達成されると共に、諸収差の発生が良好に抑制された望遠
レンズ及びそれを有する撮像装置を提供できるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】（ａ）は実施例１に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
（ｂ）は実施例２に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
【図２】（ａ）は実施例３に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
（ｂ）は実施例４に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
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【図３】（ａ）は実施例５に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
（ｂ）は実施例６に係る望遠レンズの無限遠物点合焦時のレンズ断面図である。
【図４】（ａ）～（ｄ）は実施例１にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面
収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図であ
る。（ｅ）～（ｈ）は実施例２にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面収差
（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図である。
【図５】（ａ）～（ｄ）は実施例３にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面
収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図であ
る。（ｅ）～（ｈ）は実施例４にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面収差
（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図である。
【図６】（ａ）～（ｄ）は実施例５にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面
収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図であ
る。（ｅ）～（ｈ）は実施例６にかかる望遠レンズの無限遠物点合焦時における球面収差
（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す図である。
【図７】撮像装置の断面図である。
【図８】撮像装置の前方斜視図である。
【図９】撮像装置の後方斜視図である。
【図１０】撮像装置の主要部の内部回路の構成ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　実施例の説明に先立ち、本発明のある態様に係る実施形態の作用効果を説明する。なお
、本実施形態の作用効果を具体的に説明するに際しては、具体的な例を示して説明するこ
とになる。しかし、後述する実施例の場合と同様に、それらの例示される態様はあくまで
も本発明に含まれる態様のうちの一部に過ぎず、その態様には数多くのバリエーションが
存在する。したがって、本発明は例示される態様に限定されるものではない。
【００１１】
　本実施形態の望遠レンズは、物体側から像側に順に、正屈折力の第１レンズ群と、負屈
折力の第２レンズ群と、正屈折力のリアレンズ群と、を有し、第１レンズ群は、物体側か
ら像側に順に、第１サブレンズユニットと、第２サブレンズユニットと、を有し、以下の
条件式（１）を満足することを特徴とする。
　０．４＜ｄsu1o2／ｄG1＜０．８　　　（１）
　ここで、
　ｄsu1o2は、第１サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面から
第２サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面までの光軸上の距離
、
　ｄG1は、第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から第１レンズ群の
最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
である。
【００１２】
　光学系全体の全長を短縮するためには、光学系の構成をテレフォトタイプの構成にする
ことが好ましい。本実施形態の望遠レンズでは、正屈折力の第１レンズ群と負屈折力の第
２レンズ群を、物体側から像側に、この順に配置しているので、光学系がテレフォトタイ
プの構成を含むことになる。よって、レンズ全長を短縮することができる。
【００１３】
　更に、第２レンズ群の像側に、正屈折力のリアレンズ群を配置している。このようにす
ることで、リアレンズ群によって、球面収差、コマ収差及び非点収差の発生を抑制するこ
とができる。
【００１４】
　また、第１レンズ群が第１サブレンズユニットと、第２サブレンズユニットを有するこ
とで、２つのサブレンズユニットによって、球面収差と色収差の発生を抑制することがで
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きる。
【００１５】
　そして、本実施形態の望遠レンズでは、上記の条件式（１）を満足する。条件式（１）
は、第２サブレンズユニットのレンズ径に関する条件式である。
【００１６】
　条件式（１）の上限値を下回ることで、第２サブレンズユニットにおいて適切なレンズ
径を確保しつつ、第２サブレンズユニットに入射する光線の高さを、ある程度高くするこ
とができる。これにより、第２サブレンズユニットによって、収差の発生を抑制すること
ができる。また、第２サブレンズユニットで収差の発生を十分に抑制できるので、第１サ
ブレンズユニットにおけるレンズの枚数を少なくすることができる。もしくは、第１サブ
レンズユニットの屈折力を小さくする必要がなくなる。その結果、光学系全体の全長や重
量を小さくすることができる。
【００１７】
　下限値を上回ることで、第１サブレンズユニットと第２サブレンズユニットとの間の軸
上間隔を適切に確保できる。この場合、第２サブレンズユニットに入射する光線の高さが
低くなるので、第２サブレンズユニットにおけるレンズ径を小さくすることができる。
【００１８】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（２）を満足することが好ましい。
　０．４＜ｆsu1／ｆ＜１．０　　　（２）
　ここで、
　ｆsu1は、第１サブレンズユニットの焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００１９】
　条件式（２）は、第１サブレンズユニットの屈折力に関する条件式である。
【００２０】
　条件式（２）の上限値を下回ることで、第１サブレンズユニットの屈折力が大きくなる
。これにより、第２サブレンズユニットへ入射する光線の高さを低くすることができるた
め、第２サブレンズユニットを小型軽量化することができる。また、レンズ全体も小型軽
量化することができる。
【００２１】
　条件式（２）の下限値を上回ることで、第１サブレンズユニットの屈折力を小さくする
ことができるため、高次の球面収差の発生を抑制することができる。
【００２２】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（３）を満足することが好ましい。
　４＜ｆsu1／ｄsu1i2＜１５　　　（３）
　ここで、
　ｆsu1は、第１サブレンズユニットの焦点距離、
　ｄsu1i2は、第１サブレンズユニットの最も像側に位置するレンズの像側の面から第２
サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面までの光軸上の距離、
である。
【００２３】
　条件式（３）の上限値を下回ることで、第２サブレンズユニットへ入射する光線の高さ
を低くすることができるため、第２サブレンズユニットを小型軽量化することができる。
また、レンズ全体も小型軽量化することができる。
【００２４】
　条件式（３）の下限値を上回ることで、第２サブレンズユニットに入射する光線の高さ
を、ある程度高くすることができる。そのため、第１サブレンズユニットで発生した各種
の収差を、第２サブレンズユニットで低減することができる。
【００２５】
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　また、本実施形態の望遠レンズでは、第１レンズ群は、第２サブレンズユニットの像側
に第３サブレンズユニットを有することが好ましい。
【００２６】
　このようにすることで、残存収差（２次スペクトル）、すなわち、第１サブレンズユニ
ットと第２サブレンズユニットで補正しきれなかった収差を、第３サブレンズユニットで
良好に補正をすることができる。
【００２７】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第１サブレンズユニットの屈折力と第３サブレン
ズユニットの屈折力は、共に正屈折力であることが好ましい。
【００２８】
　上述のように、光学系の構成をテレフォトタイプの構成にすることで、光学系全体の全
長を短縮する作用が得られる。第１レンズ群の正屈折力を強めることで、この作用を大き
くすることができる。その結果、光学系全体の全長をより短縮することができる。
【００２９】
　第１サブレンズユニットの屈折力と第３サブレンズユニットの屈折力を、共に正屈折力
にすることで、第１レンズ群における正屈折力を、２つのサブレンズユニットで分担する
ことができる。そのため、第１レンズ群の正屈折力を強めても、収差の発生を抑制するこ
とができる。その結果、光学系全体の全長をより短縮しつつ、光学系の結像性能を良好に
保つことができる。
【００３０】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第３サブレンズユニットは、以下の条件式（４）
を満足する正レンズを少なくとも１枚有することが好ましい。
　１６＜νsu3pmin＜５５　　　（４）
　ここで、
　νsu3pminは、第３サブレンズユニット内の正レンズのアッベ数のうちで、最小となる
アッベ数、
である。
【００３１】
　条件式（４）の上限値を下回ることで、第３サブレンズユニットに高分散の正レンズを
配置することができる。高分散の硝材はθgF（部分分散比）が大きいので、第３サブレン
ズユニットにおいて、正レンズのθgFを大きくすることができる。その結果、残存収差（
２次スペクトル）、すなわち、第１サブレンズユニットと第２サブレンズユニットで補正
しきれなかった収差を、第３サブレンズユニットで良好に補正をすることができる。
【００３２】
　条件式（４）の下限値を上回ることで、正レンズに使用する硝材の選択を容易にするこ
とができる。
【００３３】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（５）を満足することが好ましい。
　０．３５＜ｆsu3／ｆ＜１　　　（５）
　ここで、
　ｆsu3は、第３サブレンズユニットの焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００３４】
　条件式（５）の上限値を下回ることで、第１レンズ群における正屈折力を十分に確保す
ることができる。条件式（５）の下限値を上回ることで、第３サブレンズユニットで発生
する収差を抑制することができる。
【００３５】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第１サブレンズユニットは、１枚又は２枚の単レ
ンズからなることが好ましい。
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【００３６】
　第１サブレンズユニットにおけるレンズの枚数が増えると、光学系全体の重量が増え、
またコストも上がるため好ましくない。第１サブレンズユニットを１枚又は２枚の単レン
ズで構成することで、光学系全体の軽量化とコスト低減が行える。
【００３７】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットは、物体側から像側に順
に、負レンズと、正レンズと、正レンズと、負レンズと、を有することが好ましい。
【００３８】
　第２サブレンズユニットでは、主に、第１サブレンズユニットで発生した球面収差と色
収差の補正を行う。第２サブレンズユニットに負レンズと正レンズを配置することで、第
１レンズ群全体の正屈折力を著しく小さくすることなく諸収差、特に球面収差と色収差を
良好に補正することができる。
【００３９】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットは、最も物体側に接合レ
ンズを有することが好ましい。
【００４０】
　接合レンズを配置することで、空気接触面を単レンズと同じ面数にしたまま、色収差に
対して大きな補正効果を得ることができる。このように、接合レンズの配置は、色収差補
正に有利となる。
【００４１】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットは、物体側から像側に順
に、物体側接合レンズと、像側接合レンズと、を有することが好ましい。
【００４２】
　上述のように、接合レンズを配置することで、空気接触面を単レンズと同じ面数にした
まま、色収差に対して大きな補正効果を得ることができる。２つの接合レンズを配置する
ことで、より大きな色収差補正の効果を得ることができるので、色収差を更に良好に補正
することができる。
【００４３】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットの物体側接合レンズは、
物体側から像側に順に、負の単レンズと、正の単レンズと、からなり、第２サブレンズユ
ニットの像側接合レンズは、物体側から像側に順に、正の単レンズと、負の単レンズと、
からなることが好ましい。
【００４４】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第３サブレンズユニットは１つのレンズ成分から
なることが好ましい。
　ここで、レンズ成分は、単レンズまたは接合レンズであって、空気接触する光学有効面
が２面のレンズである。
【００４５】
　第３サブレンズユニットでは、主に、軸上色収差の補正を行う。そのため、第３サブレ
ンズユニットを１つのレンズ成分で構成することができる。また、第３サブレンズユニッ
トに正屈折力を持たせる場合も、１つのレンズ成分で十分な屈折力を確保することができ
る。
【００４６】
　レンズ成分として接合レンズを用いることで、球面収差を良好に補正することができる
。
【００４７】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（６）を満足することが好ましい。
　０．４２＜ｄG1／ＬTL＜０．５２　　　（６）
　ここで、
　ｄG1は、第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から第１レンズ群の
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最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
　ＬTLは、無限遠物点合焦時における望遠レンズの最も物体側に位置するレンズの物体側
の面から像面までの距離、
である。
【００４８】
　条件式（６）の上限値を下回ることで、光学系の全長を短縮することができる。条件式
（６）の下限値を上回ることで、第１レンズ群の径方向の大きさを小さくすることができ
る。ＬTLは、空気換算しないときの距離である。
【００４９】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（７）を満足することが好ましい。
　１＜ｄsu1s／ｄG1＜１．２　　　（７）
　ここで、
　ｄsu1sは、第１サブレンズユニットの最も物体側に位置するレンズの物体側の面から絞
りまでの光軸上の距離、
　ｄG1は、第１レンズ群の最も物体側に位置するレンズの物体側の面から第１レンズ群の
最も像側に位置するレンズの像側の面までの光軸上の距離、
である。
【００５０】
　条件式（７）を満足することで、絞り（開口絞り）が第１レンズ群と第２レンズ群の間
に位置することになる。その結果、絞りを駆動する機構（メカ）の簡素化と光学系全体の
小径化が可能になる。
【００５１】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、リアレンズ群は、正屈折力の第３レンズ群と、負
屈折力の第４レンズ群と、正屈折力の第５レンズ群と、を有することが好ましい。
【００５２】
　第３レンズ群が正屈折力を持つことで、第１レンズ群と第２レンズ群を通過した光線を
、第３レンズ群で収束させることができる。これにより、第４レンズ群に入射する光束を
小さくできるので、第４レンズ群におけるレンズを小径化することが容易になる。また、
第５レンズ群に正屈折力を持たせることで、第４レンズ群の負屈折力を大きくすることが
可能となる。
【００５３】
　このように、リアレンズ群における屈折力の配置を、正屈折力、負屈折力、正屈折力と
することで、ペッツバール和を良好にすることができる。その結果、非点収差の発生を抑
制することができる。
【００５４】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第５レンズ群は、物体側から像側に順に、物体側
接合レンズと、像側接合レンズと、を有することが好ましい。
【００５５】
　第５レンズ群は像面の近くに配置される。そこで、第５レンズ群が２つの接合レンズを
有することで、第５レンズ群の屈折力を大きくすることができる。これにより、ペッツバ
ール和を良好にすると同時に、軸上色収差に与える影響を最小限に抑えた状態で、倍率色
収差を効果的に補正することが可能になる。
【００５６】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（８）を満足することが好ましい。
　０．６０＜θgFG5min＜０．６８　　　（８）
　ここで、
　θgFG5minは、第５レンズ群内の負レンズのθgFのうちで、最小となるθgF、
　θgFは、部分分散比であって、θgF＝（ｎｇ－ｎＦ）／（ｎＦ－ｎＣ）で表され、
　ｎＣ、ｎＦ、ｎｇは、それぞれ、Ｃ線、Ｆ線、ｇ線に対する屈折率、
である。
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【００５７】
　一般的に、分散が大きくなると部分分散比も大きくなる。分散が特に大きい硝材、つま
り部分分散比が特に大きな硝材を第５レンズ群の負レンズに使用することによって、短波
長側の倍率色収差を良好に補正することが可能になる。
【００５８】
　条件式（８）を満足することによって、短波長側の倍率色収差を良好に補正することが
できる。また、第５レンズ群以外のレンズ群において、正レンズに高屈折率で高分散の硝
材を用いる場合に、選択の幅が広がる。その結果、光学系全体の小型化と軽量化が可能に
なる。
【００５９】
　条件式（８）の下限値を上回ることで、良好な色消し効果（Ｃ線とＦ線の傾き補正）を
得ると同時に、２次スペクトルを小さくすることができる。
【００６０】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（９）を満足することが好ましい。
　０．０５≦ｆG5／ｆ≦０．１５　　　（９）
　ここで、
　ｆG5は、第５レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である、
【００６１】
　条件式（９）の上限値を下回ることで、第５レンズ群の屈折力を適切に確保することが
できる。その結果、光学系の全長を短縮することができる。条件式（９）の下限値を上回
ることで、第５レンズ群の屈折力が大きくなりすぎることを抑制できる。その結果、収差
の発生を抑制すると同時に、適切な長さのバックフォーカスを確保することができる。
【００６２】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（１０）を満足することが好ましい。
　０．６５＜ＬTL／ｆ＜０．９５　　　（１０）
　ここで、
　ＬTLは、無限遠物点合焦時における望遠レンズの最も物体側に位置するレンズの物体側
の面から像面までの距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である、
【００６３】
　条件式（１０）の上限値を下回ることで、光学系の全長を短くすることができる。条件
式（１０）の下限値を上回ることで、各レンズ群での屈折力を小さくすることができる。
そのため、光学性能を良好にすることができる。
【００６４】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第５レンズ群の物体側接合レンズは、物体側から
像側に順に、正の単レンズと、負の単レンズと、からなり、第５レンズ群の像側接合レン
ズは、物体側から像側に順に、正の単レンズと、負の単レンズと、からなることが好まし
い。
【００６５】
　第５レンズ群を２つの接合レンズで構成することで、像面湾曲、歪曲収差及び球面収差
の発生を抑制した上で、第５レンズ群の屈折力を大きくすることができる。
【００６６】
　第５レンズ群が複数の正レンズを有することは、コマ収差や色収差の補正に有利となる
。また、物体側接合レンズと像側接合レンズの両方において、物体側から像側に順に、正
の単レンズと負の単レンズを配置することにより、接合面における軸外光の入射角度を小
さくすることができる。そのため、倍率色収差の発生を抑制することができる。
【００６７】
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　また、本実施形態の望遠レンズでは、第４レンズ群は、光軸と垂直方向に移動する手ブ
レ低減レンズを有することが好ましい。
【００６８】
　上述のように、第５レンズ群を２つの接合レンズで構成することで、第５レンズ群の屈
折力を強めることができる。その結果、第４レンズ群を偏心させたときの像の移動量が大
きくなる。すなわち、第４レンズ群の手ブレ感度を高くすることができる。このようなこ
とから、第４レンズ群に手ブレ低減レンズを配置することが好ましい。
【００６９】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第１レンズ群と第２レンズ群との間に絞りが配置
されていることが好ましい。
【００７０】
　このようにすることで、絞りを駆動する機構（メカ）の簡素化とレンズ全体の小径化が
可能になる。
【００７１】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、フォーカシングの際に、第２レンズ群は光軸方向
に移動することが好ましい。
【００７２】
　このようにすることで、インナーフォーカス方式によるフォーカシングを行うことがで
きる。インナーフォーカス方式を採用することにより、光学系全体の小型化が可能になる
ので、フォーカス速度の高速化も可能になる。
【００７３】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第３レンズ群は、１つのレンズ成分からなること
が好ましい。
　ここで、レンズ成分は、単レンズまたは接合レンズであって、空気接触する光学有効面
が２面のレンズである。
【００７４】
　他のレンズ群の屈折力やレンズ形状を最適にすることで、第３レンズ群は最小枚数のレ
ンズで構成することが可能になる。第３レンズ群を１つのレンズ成分で構成することで、
光学系全体の小型化が可能になる。
【００７５】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（１１）を満足することが好ましい。
　０．４＜ｆG1／ｆ＜０．５　　　（１１）
　ここで、
　ｆG1は、第１レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００７６】
　条件式（１１）の上限値を下回ることで、第１レンズ群の屈折力を適切に確保すること
ができる。その結果、テレフォトタイプの構成による作用が得やすくなるので、光学系の
全長を短くすることができる。条件式（１１）の下限値を上回ることで、第１レンズ群に
おける正の屈折力が大きくなりすぎないので、高次の球面収差及び軸上色収差の発生を抑
制することができる。
【００７７】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（１２）を満足することが好ましい。
　－０．２５＜ｆG2／ｆ＜－０．１　　　（１２）
　ここで、
　ｆG2は、第２レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００７８】
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　条件式（１２）の上限値を下回ることで、第２レンズ群の屈折力を適切に確保すること
ができる。また、第２レンズ群でフォーカスを行う場合、第２レンズ群の屈折力を大きく
することができる。この場合、フォーカシングの際の第２レンズ群の移動量を減少させる
ことができるので、高速にフォーカスすることができる。
【００７９】
　条件式（１２）の下限値を上回ることで、球面収差の発生を抑制することができる。
【００８０】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（１３）を満足することが好ましい。
　０．１＜ｆG3／ｆ＜０．３　　　（１３）
　ここで、
　ｆG3は、第３レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００８１】
　第３レンズ群では、第１レンズ群と第２レンズ群を通過した光線を、さらに正屈折力に
より収束させている。これにより、第４レンズ群のレンズ径の小径化を容易にしている。
【００８２】
　条件式（１３）の上限値を下回ることで、第３レンズ群の屈折力を大きくすることがで
きるため、第４レンズ群をより小径化することができる。条件式（１３）の下限値を上回
ることで、球面収差とコマ収差の発生を抑制することができる。また、第３レンズ群を構
成するレンズ成分の数を少なくすることができるので、光学系全体を小型化することがで
きる。
【００８３】
　また、本実施形態の望遠レンズは、以下の条件式（１４）を満足することが好ましい。
　－０．１＜ｆG4／ｆ＜－０．０３　　　（１４）
　ここで、
　ｆG4は、第４レンズ群の焦点距離、
　ｆは、無限遠物点合焦時の望遠レンズ全系の焦点距離、
である。
【００８４】
　条件式（１４）の下限値を上回ることで、第４レンズ群の屈折力を大きくすることがで
きる。その結果、第４レンズ群を小径化することができる。また、第４レンズ群が手ブレ
低減レンズを有する場合、ブレ補正感度を高めることができる。
【００８５】
　条件式（１４）の上限値を下回ることで、第４レンズ群の屈折力を小さくすることがで
きる。その結果、各種収差の発生、特に球面収差、コマ収差及び歪曲収差の発生を抑制す
ることができる。
【００８６】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第１レンズ群は所定の接合レンズを有することが
好ましい。
【００８７】
　接合レンズを有することで、色収差に対して大きな補正効果を得ることができる。また
、光学系の組み立ても容易となる。また、第２サブレンズユニットが２つの接合レンズで
構成されている場合、所定の接合レンズは、３番目の接合レンズになる。この場合、第１
レンズ群は３つの接合レンズを有することになる。そのため、色収差に対してより大きな
補正効果を得ることができる。
【００８８】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットの物体側接合レンズは、
少なくとも１つの正レンズを有し、以下の条件式（１５）を満足することが好ましい。
　８５＜νsub2op＜１００　　　（１５）
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　ここで、
　νsub2opは、第２サブレンズユニットの物体側接合レンズにおける少なくとも１つの正
レンズのアッベ数、
である。
【００８９】
　光学系の全長を短縮するためには、第１レンズ群の正屈折力をなるべく大きくすること
が好ましい。ここで、第２サブレンズユニットの物体側接合レンズ内の正レンズの硝材に
は、分散が小さく、かつ異常分散性を持った硝材を選択することが好ましい。
【００９０】
　条件式（１５）を満足することで、第１レンズ群の屈折力が大きい場合であっても、色
収差における１次の色消し効果だけでなく、２次スペクトルに対する補正効果も十分に得
ることができる。
【００９１】
　条件式（１５）の上限値を下回ることで、正レンズに使用する硝材の選択が容易になる
。条件式（１５）の下限値を上回ることで、色収差の発生を抑制することができる。
【００９２】
　また、本実施形態の望遠レンズでは、第２サブレンズユニットの像側接合レンズは、少
なくとも１つの正レンズを有し、以下の条件式（１６）を満足することが好ましい。
　７０＜νsub2ip＜１００　　　（１６）
　ここで、
　νsub2ipは、第２サブレンズユニットの像側接合レンズにおける少なくとも１つの正レ
ンズのアッベ数、
である。
【００９３】
　光学系の全長を短縮するためには、第１レンズ群の正屈折力をなるべく大きくすること
が好ましい。ここで、第２サブレンズユニットの像側接合レンズ内の正レンズの硝材には
、分散が小さく、かつ異常分散性を持った硝材を選択することが好ましい。
【００９４】
　条件式（１６）を満足することで、第１レンズ群の屈折力が大きい場合であっても、色
収差における１次の色消し効果だけでなく、２次スペクトルに対する補正効果も十分に得
ることができる。
【００９５】
　条件式（１６）の上限値を下回ることで、正レンズに使用する硝材の選択が容易になる
。条件式（１６）の下限値を上回ることで、色収差の発生を抑制することができる。
【００９６】
　また、本実施形態の望遠レンズは、物体側より順に、正屈折力の第１群と、負屈折力の
第２群と、正屈折力の第３群と、を有し、第２群を像側へ移動することによって無限遠物
点から近距離物点への合焦を行い、下記の条件式（１７）を満足することを特徴とする。
　０．２＜Ｙ2／Ｙ1a＜０．３２　　　（１７）
　ここで、
　Ｙ2は、第２群の入射面における軸上光線の最大光線高、
　Ｙ1aは、第１群の入射面における軸上光線の最大光線高、
である。
【００９７】
　望遠レンズは、その焦点距離の長さのために、レンズ径が大きくなることは避けられな
い。特に、入射光束径は、望遠レンズの仕様で決まる。このため、仕様に応じて、必要な
大きさを確保しなければならない。本実施形態の望遠レンズは、正・負・正の３群で構成
され、第２群でフォーカスを行っている。通常、この構成では、第２群の径も大きくなり
がちであり、フォーカス群の重量が大きくなり、高速な駆動が難しくなる。ここで、本実
施形態では、いわゆるインナーフォーカス方式を採用している。フォーカシングの際、第
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２群を像側へ移動することによって無限遠物点から近距離物点への合焦を行う。これによ
り、レンズ全長を固定できるため、操作性を向上できる。このように、本実施形態では、
フォーカス群の小型化・軽量化を達成し、かつ収差補正の良好な望遠レンズを実現できる
。
【００９８】
　条件式（１７）は、第１群の入射面における軸上光束の最大光線高と、第２群の入射面
における軸上光束の最大光線高との比に関するものである。第１群へ入射する最大光線高
は、望遠レンズの仕様で決まる。これに対して、第２群へ入射する最大光線高は、適切に
設計することが可能である。
【００９９】
　条件式（１７）の上限を上回ると、第２群の径が大きくなり、軽量化が困難となる。条
件式（１７）の下限を下回るまで光線高を小さくすると、軽量化には有利であるが、第１
群での収差補正が困難となる。あるいは、レンズ枚数の増加や全長の増加を招くので好ま
しくない。
【０１００】
　言い換えると、条件式（１７）の上限を下回ることで、第２群におけるレンズ径が大き
くなりすぎない。そのため、光学系を軽量化することができる。条件式（１７）の下限を
上回ることで、第１群での収差補正が容易になる。また、レンズ枚数の増加や光学系の全
長の増加を防止することができる。このように、条件式（１７）を満足することで、軽量
であり、かつ良好な収差補正を達成した望遠レンズを実現することができる。
【０１０１】
　なお、絞りは、第１群の最も像側に配置することが好ましい。これにより、絞りは、常
に固定である上、全体の中央付近に配置することができる。この結果、軸外光線に対して
収差補正が容易となる。
【０１０２】
　本実施形態では、第１群は、物体側より順に、１枚または２枚の正レンズからなる第１
ａ群と、負正の接合レンズと正負の接合レンズからなる第１ｂ群と、単レンズまたは接合
レンズからなる第１ｃ群により構成されることが望ましい。
【０１０３】
　第１ａ群は、入射光束を収斂させて、第１ａ群以降のレンズ径を小型化する役割を有す
る。第１ｂ群は、ｄ線における球面収差と色収差を補正するための役割を有する。第１ｂ
群における各接合レンズを構成するレンズは、屈折率の差とアッベ数の差が大きいことが
望ましい。また、第１ｂ群における各接合レンズを構成する正レンズとして、異常分散性
の大きな硝材を使用することが好ましい。第１ｃ群は、光束の収斂作用と、ｄ線における
コマ収差補正の役割を有する。第１ｃ群を接合レンズにより構成する場合、２枚のレンズ
の屈折率の差を大きくすることが好ましい。
【０１０４】
　本実施形態では、下記の条件式（１８）を満足することが望ましい。
　０．５５＜Ｙ1b／Ｙ1a＜０．８５　　　（１８）
　ここで、
　Ｙ1aは、第１群の入射面における軸上光線の最大光線高、
　Ｙ1bは、第１ｂ群の入射面における軸上光線の最大光線高、
である。
【０１０５】
　条件式（１８）は、第１ａ群（＝第１群）の入射面における軸上光束の最大光線高と、
第１ｂ群の入射面における軸上光束の最大光線高の比に関するものである。条件式（１８
）を満足することで、第１ｂ群の径を小さくできる。第１ｂ群に含まれる接合レンズは、
いずれのレンズも高い加工精度が必要とされる。本実施形態では、条件式（１８）を満足
するように、レンズ径を小さくすることで、接合レンズの加工難易度を下げることができ
る。
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【０１０６】
　条件式（１８）の上限を上回って、第１ｂ群の径が大きくなると、レンズの加工が困難
となる。
　条件式（１８）の下限を下回って、径が小さくなると、全レンズ長の大型化を招くか、
または収差補正が困難となる。
【０１０７】
　言い換えると、条件式（１８）の上限を下回ることで、第１ｂ群のレンズ径が大きくな
りすぎない。そのため、レンズの加工が容易になる。条件式（１８）の下限を上回ること
で、第１ｂ群のレンズ径が小さくなりすぎない。そのため、光学系の全長の増大を防止す
ることができる。あるいは、収差補正が容易になる。
【０１０８】
　本実施形態では、第２群は接合レンズからなることが望ましい。これにより、近距離物
点での色収差を良好に補正することができる。
【０１０９】
　本実施形態では、第３群は、正屈折力の第３ａ群と、負屈折力の第３ｂ群と、正屈折力
の第３ｃ群と、からなり、第３ｂ群を光軸と垂直な方向に移動させて、手ブレを補正する
ことが望ましい。
【０１１０】
　このように、第３群においてパワー配置することで、手ブレ補正時の感度を上げること
ができる。これにより、第３ｂ群の移動量を小さくすることができる。この結果、手ブレ
補正時の収差を良好に補正できる。なお、手ブレ補正時の感度とは、レンズ群の移動量に
対する像の変動量を意味する。
【０１１１】
　本実施形態では、第３ａ群は、単レンズまたは接合レンズにて構成されることが望まし
い。ここで、第３ａ群を接合レンズで構成する方が単レンズで構成するよりも、色収差を
より良好に補正できる。
【０１１２】
　本実施形態では、第３ｂ群は、正負の接合レンズと負レンズにて構成されることが望ま
しい。これにより、手ブレ補正時の色収差と像面湾曲を良好に補正できる。
【０１１３】
　本実施形態では、第３ｃ群は、正負の接合レンズと正負の接合レンズにて構成されるこ
とが望ましい。
　第３ｃ群に、２つの接合レンズを配置することにより、倍率色収差を良好に補正できる
。特に、画面周辺の解像力の向上や色収差の性能向上に良い効果を得られる。
【０１１４】
　本実施形態は、下記の条件式（１９）を満足することが望ましい。
　７５＜νｄ1bp＜１００　　　（１９）
　ここで、
　νｄ1bpは、第１ｂ群に含まれる正レンズの最小アッベ数、
である。
【０１１５】
　条件式（１９）は、第１ｂ群に含まれる２枚の正レンズに関し、そのアッベ数を定める
ものである。条件式（１９）の上限を上回ると、レンズに使用できる硝材がなくなってし
まう。条件式（１９）の下限を下回ると、異常分散性の大きな硝材が存在しなくなる。す
なわち、条件式（１９）の下限を上回ることで、異常分散性の大きな硝材で正レンズを構
成することができる。このように、本実施形態では、条件式（１９）を満たすことで色収
差を良好に補正できる。
【０１１６】
　本実施形態では、下記の条件式（２０）を満足することが望ましい。
　０．４２＜Ｄ12／Ｄ1＜０．７５　　　（２０)
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　ここで、
　Ｄ12は、第１ａ群の入射面から第１ｂ群の入射面までの距離、
　Ｄ1は、第１ａ群の入射面から第１ｃ群の射出面までの距離、
である。
【０１１７】
　条件式（２０）は、第１ａ群と第１ｂ群の距離に関するものである。この距離は、光軸
上での距離であって、空気換算しないときの距離である。条件式（２０）の上限を上回る
と、軸上光線の光線高が低くなる。このため、第１ｂ群以降での球面収差の補正が困難と
なる。あるいは、レンズの全長が大きくなり好ましくない。
　条件式（２０）の下限を下回ると、収差補正は有利である反面、第１ｂ群の加工が困難
となる。
【０１１８】
　言い換えると、条件式（２０）の上限を下回ることで、軸上光線の高さが低くなりすぎ
ない。このため、後方のレンズ群での球面収差の補正が容易になる。後方のレンズ群とは
、第１ｂ群よりも像側に位置するレンズ群のことである。あるいは、光学系の全長の増大
を抑制することができる。条件式（２０）の下限を上回ることで、第１ｂ群を構成するレ
ンズの加工が容易になる。このように、本実施形態は、条件式（２０）を満たすことで、
加工のしやすさと良好な収差補正を同時に実現できる。
【０１１９】
　一方、近年の潮流として、静止画だけでなく動画撮影へのニーズが高まっている。この
ため、レンズ交換式のデジタルカメラにおいても、動画撮影機能に最適化された交換レン
ズが求められている。一般に、動画撮影においては、オートフォーカス（ＡＦ）を、常時
働かせて合焦状態を維持しておく必要がある。その方法として、フォーカスレンズを合焦
位置の前後に、常に微小量動かすこと、いわゆるウォブリングを行う。このとき、撮像さ
れた画像のコントラストの変化を測定し、合焦状態が変化したと判断された場合には、フ
ォーカスレンズを適切に移動させる。そして、再度、合焦し直すように動作させる。この
ようなウォブリング機構により、被写体との距離が変化しても、常に合焦状態を維持し続
けることができる。
【０１２０】
　ウォブリングでは、ボディのフレームレートに応じて、非常に高速な動作が必要とされ
る。このため、ウォブリングにおいて、適切な駆動制御を行うためには、フォーカスレン
ズの軽量化、移動量の少なさが求められている。
【０１２１】
　さらに、動画撮影では音声も同時に記録することが多い。このため、動画撮影時に、ウ
ォブリングに伴い音が発生すると、この音が音声として記録されてしまう。このように、
ウォブリング時の静音化も重要な課題である。
　なお、通常はフォーカスレンズとウォブリングレンズとは同一のレンズである構成が多
い。しかしながら、これに限られず、フォーカスレンズとウォブリングレンズを別々のレ
ンズ群として構成することもある。
【０１２２】
　このように、動画撮影に対応するレンズは、多くの解決すべき課題を有する。特にフォ
ーカスレンズ群には、軽量化が求められている。本実施形態は、このような課題を解決す
る事も可能であり、上述したようなレンズ構成を用いることにより、フォーカス群の小型
化・軽量化を実現している。
【０１２３】
　また、本実施形態の撮像装置は、上記のいずれか一つの実施形態の望遠レンズと、撮像
面を持ち且つ望遠レンズにより撮像面上に形成された像を電気信号に変換する撮像素子と
、を有することを特徴とする。
【０１２４】
　また、上述の構成は相互に複数を同時に満足することがより好ましい。また、一部の構
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成を同時に満足するようにしてもよい。
【０１２５】
　また、条件式については、それぞれの条件式を個別に満足させるようにしても良い。こ
のようにすると、それぞれの効果を得やすくなるので好ましい。
【０１２６】
　また、各条件式について、以下のように下限値、または上限値を変更しても良い。この
ようにすることで、各条件式の効果を一層確実にできるので好ましい。
【０１２７】
　条件式（１）については、下限値を０．４１７、０．４３４、０．４５１、上限値を０
．７７３、０．７４６、０．７１９にすることが好ましい。
　条件式（２）については、下限値を０．４２２、０．４４４、０．４６７、上限値を０
．９８１、０．９６３、０．９４４にすることが好ましい。
　条件式（３）については、下限値を４．１５４、４．３０７、４．４６１、上限値を１
３．８６５、１２．７３０、１１．５９６にすることが好ましい。
　条件式（４）については、下限値を１８．３６５、２０．７３０、２３．０９５、上限
値を５４．４９３、５３．９８５、５３．４７８にすることが好ましい。
　条件式（５）については、下限値を０．３５６、０．３６３、０．３６９、上限値を０
．９９２、０．９８４、０．９７７にすることが好ましい。
　条件式（６）については、下限値を０．４２６、０．４３２、０．４３９、上限値を０
．５１９、０．５１８にすることが好ましい。
　条件式（７）については、下限値を１．００５、１．０１０、１．０１５、上限値を１
．１６０、１．１２０、１．０８０にすることが好ましい。
　条件式（８）については、下限値を０．６０１、０．６０２、上限値を０．６７２、０
．６６５、０．６５７にすることが好ましい。
　条件式（９）については、下限値を０．０６３、０．０７５、０．０８８、上限値を０
．１４３、０．１３５、０．１２８にすることが好ましい。
　条件式（１０）については、下限値を０．６８３、０．７１６、０．７５０、上限値を
０．９３２、０．９１４、０．８９６にすることが好ましい。
　条件式（１１）については、下限値を０．４０９、０．４１８、０．４２７、上限値を
０．４９１、０．４８２、０．４７３にすることが好ましい。
　条件式（１２）については、下限値を－０．２３１、－０．２１３、－０．１９４、上
限値を－０．１１４、－０．１２８、－０．１４１にすることが好ましい。
　条件式（１３）については、下限値を０．１１７、０．１３４、０．１５１、上限値を
０．２８１、０．２６１、０．２４２にすることが好ましい。
　条件式（１４）については、下限値を－０．０９１、－０．０８３、－０．０７４、上
限値を－０．０３８、－０．０４５、－０．０５３にすることが好ましい。
　条件式（１５）については、下限値を８７．４８３、８９．９６５、９２．４４８、上
限値を９８．７７５、９８．０００、９６．０００にすることが好ましい。
　条件式（１６）については、下限値を７２．８８５、７５．７７０、７８．６５５、上
限値を９８．７７５、９８．０００、９６．０００にすることが好ましい。
　条件式（１７）については、下限値を０．２５、上限値を０．３または０．２８にする
ことが好ましい。
　条件式（１８）については、下限値を０．５８、０．６０、上限値を０．８または０．
７９にすることが好ましい。
　条件式（１９）については、下限値を７６、７８、上限値を９８、９６にすることが好
ましい。
　条件式（２０）については、下限値を０．４３、０．４６、上限値を０．７３、０．７
０にすることが好ましい。
【０１２８】
　以下、望遠レンズの実施例１～６について説明する。実施例１～６の無限遠物点合焦時
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のレンズ断面図を、それぞれ図１～図３に示す。実施例１～６は、物体側より順に、正屈
折力の第１レンズ群Ｇ１と、負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力のリアレンズ群Ｇ
Ｒと、から構成される。リアレンズ群ＧＲは、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、負正屈折
力の第４レンズ群Ｇ４と、正屈折力の第５レンズ群Ｇ５と、から構成される。第２レンズ
群Ｇ２は、像側へ移動して、無限遠物点から近距離物点へのフォーカシングを行う。
【０１２９】
　また、開口絞り（明るさ絞り）はＳ、像面（撮像面）はＩで示してある。フォーカスの
際に移動するレンズ群の移動は光軸ＡＸに平行な矢印、手ぶれ補正の際に移動するレンズ
群の動きは光軸ＡＸに垂直な矢印で示している。
【０１３０】
　なお、最も像側に位置するレンズ群と像面Ｉとの間に、ローパスフィルタを構成する平
行平板や、電子撮像素子のカバーガラスを配置しても良い。この場合、平行平板の表面に
、赤外光を制限する波長域制限コートを施しても良い。また、カバーガラスの表面に波長
域制限用の多層膜を施してもよい。また、そのカバーガラスにローパスフィルタ作用を持
たせるようにしてもよい。
【０１３１】
　実施例１の望遠レンズについて説明する。図１（ａ）は実施例１の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１３２】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた負メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ３と、
両凸正レンズＬ４と、両凹負レンズＬ５と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ
６と、両凸正レンズＬ７と、絞りＳとで構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ２と
正メニスカスレンズＬ３は接合されている。正レンズＬ４と負レンズＬ５は接合されてい
る。負メニスカスレンズＬ６と正レンズＬ７は接合されている。
【０１３３】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１で構成される。第２サブレ
ンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ２と、正メニスカスレンズＬ３と、正レン
ズＬ４と、負レンズＬ５とで構成される。第３サブレンズユニットＳＵ３は、負メニスカ
スレンズＬ６と、正レンズＬ７とで構成される。
【０１３４】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ８と、両凹負レンズＬ９とで構成される。ここで
、正レンズＬ８と負レンズＬ９は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおいて、
第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１３５】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１０で構成される。
【０１３６】
　第４レンズ群Ｇ４は、両凸正レンズＬ１１と、両凹負レンズＬ１２と、両凹負レンズＬ
１３とで構成される。ここで、正レンズＬ１１と負レンズＬ１２は接合されている。
【０１３７】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１４と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１５と、両凸正レンズＬ１６と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１７とで構
成される。ここで、正レンズＬ１４と負メニスカスレンズＬ１５は接合されている。正レ
ンズＬ１６と負メニスカスレンズＬ１７は接合されている。
【０１３８】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１３９】
　実施例２の望遠レンズについて説明する。図１（ｂ）は実施例２の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１４０】
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　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた正メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ３と、
物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ４と、両凸正レンズＬ５と、両凹負レンズＬ
６と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ７と、絞りＳとで構成される。ここで
、負メニスカスレンズＬ３と正メニスカスレンズＬ４は接合されている。正レンズＬ５と
負レンズＬ６は接合されている。
【０１４１】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１と、正メニスカスレンズＬ
２とで構成される。第２サブレンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ３と、正レ
ンズＬ４と、正レンズＬ５と、負レンズＬ６とで構成される。第３サブレンズユニットＳ
Ｕ３は、正メニスカスレンズＬ７で構成される。
【０１４２】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ８と、両凹負レンズＬ９とで構成される。ここで
、正レンズＬ８と負レンズＬ９は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおいて、
第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１４３】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ１０と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１１とで構成される。ここで、正レンズＬ１０と負メニスカスレンズＬ１１は接合され
ている。
【０１４４】
　第４レンズ群Ｇ４は、像側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１２と、両凹負レンズ
Ｌ１３と、両凹負レンズＬ１４とで構成される。ここで、正メニスカスレンズＬ１２と負
レンズＬ１３は接合されている。
【０１４５】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１５と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１６と、両凸正レンズＬ１７と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１８とで構
成される。ここで、正レンズＬ１５と負メニスカスレンズＬ１６は接合されている。正レ
ンズＬ１７と負メニスカスレンズＬ１８は接合されている。
【０１４６】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１４７】
　実施例３の望遠レンズについて説明する。図２（ａ）は実施例３の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１４８】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた負メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ３と、
両凸正レンズＬ４と、両凹負レンズＬ５と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ
６と、両凸正レンズＬ７と、絞りＳとで構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ２と
正メニスカスレンズＬ３は接合されている。正レンズＬ４と負レンズＬ５は接合されてい
る。負メニスカスレンズＬ６と正レンズＬ７は接合されている。
【０１４９】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１で構成される。第２サブレ
ンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ２と、正メニスカスレンズＬ３と、正レン
ズＬ４と、負レンズＬ５とで構成される。第３サブレンズユニットＳＵ３は、負メニスカ
スレンズＬ６と、正レンズＬ７とで構成される。
【０１５０】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ８と、両凹負レンズＬ９とで構成される。ここで
、正レンズＬ８と負レンズＬ９は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおいて、
第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１５１】
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　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ１０で構成される。
【０１５２】
　第４レンズ群Ｇ４は、両凸正レンズＬ１１と、両凹負レンズＬ１２と、両凹負レンズＬ
１３とで構成される。ここで、正レンズＬ１１と負レンズＬ１２は接合されている。
【０１５３】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１４と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１５と、両凸正レンズＬ１６と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１７とで構
成される。ここで、正レンズＬ１４と負メニスカスレンズＬ１５は接合されている。正レ
ンズＬ１６と負メニスカスレンズＬ１７は接合されている。
【０１５４】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１５５】
　実施例４の望遠レンズについて説明する。図２（ｂ）は実施例４の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１５６】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた負メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ３と、
両凸正レンズＬ４と、両凹負レンズＬ５と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ
６と、両凸正レンズＬ７と、絞りＳとで構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ２と
正メニスカスレンズＬ３は接合されている。正レンズＬ４と負レンズＬ５は接合されてい
る。負メニスカスレンズＬ６と正レンズＬ７は接合されている。
【０１５７】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１で構成される。第２サブレ
ンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ２と、正メニスカスレンズＬ３と、正レン
ズＬ４と、負レンズＬ５とで構成される。第３サブレンズユニットＳＵ３は、負メニスカ
スレンズＬ６と、正レンズＬ７とで構成される。
【０１５８】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ８と、両凹負レンズＬ９とで構成される。ここで
、正レンズＬ８と負レンズＬ９は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおいて、
第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１５９】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ１０で構成される。
【０１６０】
　第４レンズ群Ｇ４は、両凸正レンズＬ１１と、両凹負レンズＬ１２と、両凹負レンズＬ
１３とで構成される。ここで、正レンズＬ１１と負レンズＬ１２は接合されている。
【０１６１】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１４と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１５と、両凸正レンズＬ１６と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１７とで構
成される。ここで、正レンズＬ１４と負メニスカスレンズＬ１５は接合されている。正レ
ンズＬ１６と負メニスカスレンズＬ１７は接合されている。
【０１６２】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１６３】
　実施例５の望遠レンズについて説明する。図３（ａ）は実施例５の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１６４】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた正メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ３と、
物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ４と、両凸正レンズＬ５と、両凹負レンズＬ
６と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ７と、絞りＳとで構成される。ここで
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、負メニスカスレンズＬ３と正メニスカスレンズＬ４は接合されている。正レンズＬ５と
負レンズＬ６は接合されている。
【０１６５】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１と、正メニスカスレンズＬ
２とで構成される。第２サブレンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ３と、正メ
ニスカスレンズＬ４と、正レンズＬ５と、負レンズＬ６とで構成される。第３サブレンズ
ユニットＳＵ３は、正メニスカスレンズＬ７で構成される。
【０１６６】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ８と、両凹負レンズＬ９とで構成される。ここで
、正レンズＬ８と負レンズＬ９は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおいて、
第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１６７】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１０と、両凸正レン
ズＬ１１とで構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ１０と正レンズＬ１１は接合さ
れている。
【０１６８】
　第４レンズ群Ｇ４は、像側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１２と、両凹負レンズ
Ｌ１３と、両凹負レンズＬ１４とで構成される。ここで、正メニスカスレンズＬ１２と負
レンズＬ１３は接合されている。
【０１６９】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１５と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１６と、両凸正レンズＬ１７と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１８とで構
成される。ここで、正レンズＬ１５と負メニスカスレンズＬ１６は接合されている。正レ
ンズＬ１７と負メニスカスレンズＬ１８は接合されている。
【０１７０】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１７１】
　実施例６の望遠レンズについて説明する。図３（ｂ）は実施例６の望遠レンズの断面構
成を示す。
【０１７２】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ１と、物体側に凸面
を向けた正メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ３と、
物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ４と、両凸正レンズＬ５と、両凹負レンズＬ
６と、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ７と、両凸正レンズＬ８と、絞りＳと
で構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ３と正メニスカスレンズＬ４は接合されて
いる。正レンズＬ５と負レンズＬ６は接合されている。負メニスカスレンズＬ７と正レン
ズＬ８は接合されている。
【０１７３】
　第１サブレンズユニットＳＵ１は、正メニスカスレンズＬ１と、正メニスカスレンズＬ
２とで構成される。第２サブレンズユニットＳＵ２は、負メニスカスレンズＬ３と、正メ
ニスカスレンズＬ４と、正レンズＬ５と、負レンズＬ６とで構成される。第３サブレンズ
ユニットＳＵ３は、負メニスカスレンズＬ７と、正レンズＬ８とで構成される。
【０１７４】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸正レンズＬ９と、両凹負レンズＬ１０とで構成される。ここ
で、正レンズＬ９と負レンズＬ１０は接合されている。近距離物点へのフォーカスにおい
て、第２レンズ群Ｇ２は単調に像側へ移動する。
【０１７５】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１１と、両凸正レン
ズＬ１２とで構成される。ここで、負メニスカスレンズＬ１１と正レンズＬ１２は接合さ
れている。
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【０１７６】
　第４レンズ群Ｇ４は、両凸正レンズＬ１３と、両凹負レンズＬ１４と、両凹負レンズＬ
１５とで構成される。ここで、正レンズＬ１３と負レンズＬ１４は接合されている。
【０１７７】
　第５レンズ群Ｇ５は、両凸正レンズＬ１６と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズ
Ｌ１７と、両凸正レンズＬ１８と、像側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ１９とで構
成される。ここで、正レンズＬ１６と負メニスカスレンズＬ１７は接合されている。正レ
ンズＬ１８と負メニスカスレンズＬ１９は接合されている。
【０１７８】
　また、手ぶれ補正時、第４レンズ群Ｇ４が光軸ＡＸと直交する方向に移動する。
【０１７９】
　以下に、上記各実施例の数値データを示す。記号は上記の外、ｒは各レンズ面の曲率半
径、ｄは各レンズ面間の間隔、ｎｄは各レンズのｄ線の屈折率、νｄは各レンズのアッベ
数である。また、ｆは全系の焦点距離、Ｆno．はＦナンバー、ωは半画角、ＩＨは像高、
ＢＦはバックフォーカス、全長は、望遠レンズの最も物体側のレンズ面から最も像側のレ
ンズ面までの距離にバックフォーカスを加えたものである。なお、ＢＦは、レンズ最終面
から近軸像面までの距離を空気換算して表したものである。
【０１８０】
数値実施例１
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1       82.391      10.50        1.48749    70.23
     2      280.921      45.60
     3       82.520       2.96        1.74100    52.64
     4       47.128       9.79        1.43700    95.10
     5      346.425       1.30
     6       74.653       9.45        1.43700    95.10
     7     -119.184       2.38        1.80610    40.92
     8      164.514      28.52
     9       77.016       1.90        1.77250    49.60
    10       41.957       7.34        1.54814    45.79
    11     -263.942       3.95
    12(絞り)   ∞         可変
    13      164.735       1.88        1.80810    22.76
    14     -172.861       0.97        1.71300    53.87
    15       26.686       可変
    16       30.684       3.61        1.49700    81.61
    17      529.265       3.30
    18      182.862       3.25        1.80810    22.76
    19      -38.287       0.90        1.60311    60.64
    20       20.648       5.08
    21      -26.287       0.90        1.71300    53.87
    22      124.505       2.28
    23       60.842       8.12        1.58313    59.38
    24      -24.754       1.80        1.92286    20.88
    25      -40.288       0.29
    26      112.212       9.46        1.72047    34.71
    27      -22.904       1.80        1.92286    20.88
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    28      -44.272      31.75
    29         ∞         4.00        1.51633    64.14
    30         ∞         0.80
   像面
 
群間隔
       無限遠物点        1.4m
d12       20.300        37.495
d15       24.210         7.015
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離f         293.94
Fno                 4.08
画角（２ω）        4.23°
像高IH             10.82
BF(in AIR)         35.19
全長(in AIR)      247.03
【０１８１】
数値実施例２
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1      152.697       7.35        1.48749    70.23
     2      635.660      17.00
     3       65.873       9.98        1.49700    81.61
     4      168.604      22.65
     5       83.128       3.00        1.83400    37.16
     6       39.401       9.99        1.49700    81.61
     7      247.375       0.20
     8       47.092       9.09        1.43700    95.10
     9     -375.772       2.50        1.77250    49.60
    10       52.273      16.34
    11      103.357       4.29        1.80518    25.46
    12     1037.201       4.13
    13(絞り)   ∞         可変
    14     5156.932       2.54        1.85478    24.80
    15      -52.053       0.90        1.71300    53.87
    16       28.700       可変
    17       30.889       6.80        1.49700    81.61
    18      -37.936       1.50        1.85478    24.80
    19      -60.988       3.10
    20     -230.987       3.79        1.85478    24.80
    21      -27.890       1.00        1.69680    55.53
    22       34.148       3.37
    23      -44.563       1.00        1.58313    59.38
    24       32.470       3.42
    25       43.045       9.01        1.64769    33.79
    26      -22.000       1.60        1.92286    20.88
    27      -88.862       1.50
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    28       72.000       8.75        1.59270    35.31
    29      -26.858       1.70        1.92286    20.88
    30      -40.716      29.05
    31         ∞         4.00        1.51633    64.14
    32         ∞         0.80
   像面
 
群間隔
       無限遠物点        1.4m
d13       20.000        37.439
d16       19.840         2.401
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離f         294.10
Fno                 4.080
画角（２ω）        4.23°
像高IH             10.82
BF(in AIR)         32.49
全長(in AIR)      228.83
【０１８２】
数値実施例３
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1       83.614      10.60        1.48749    70.23
     2      354.620      44.96
     3      121.115       3.20        1.73400    51.47
     4       51.291       9.20        1.43875    94.93
     5      492.362       1.00
     6       63.414      10.48        1.43875    94.93
     7     -127.021       3.06        1.80610    40.92
     8      204.246      23.99
     9       73.423       2.67        1.73400    51.47
    10       38.139       7.38        1.54814    45.79
    11     -653.693       4.07
    12(絞り)   ∞         可変
    13      684.319       2.10        1.80810    22.76
    14      -99.610       0.80        1.71300    53.87
    15       30.683       可変
    16       35.344       5.38        1.43875    94.93
    17      -90.808       3.94
    18      181.821       2.45        1.92286    18.90
    19      -68.416       0.90        1.61800    63.40
    20       21.925       4.19
    21      -34.422       0.90        1.71300    53.87
    22       54.789       3.11
    23       57.947       7.94        1.74951    35.33
    24      -24.316       1.80        1.92286    20.88
    25      -82.795       0.20
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    26       60.000       8.58        1.65412    39.68
    27      -26.918       2.30        1.92286    20.88
    28      -50.468      30.12
    29         ∞         4.00        1.51633    64.14
    30         ∞         0.80
   像面
 
群間隔
      無限遠物点         1.4m
d12       20.350        37.180
d15       24.090         7.260
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離f         291.04
Fno                 4.08
画角（２ω）        4.27°
像高IH             10.82
BF(in AIR)         33.56
全長(in AIR)      243.20
【０１８３】
数値実施例４
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1       84.042      10.54        1.48749    70.23
     2      355.169      45.98
     3      117.315       3.20        1.73400    51.47
     4       50.625       9.17        1.43875    94.93
     5      436.317       1.00
     6       62.921      10.37        1.43875    94.93
     7     -126.963       3.06        1.80610    40.92
     8      220.101      23.97
     9       77.092       2.61        1.73400    51.47
    10       39.084       7.18        1.54814    45.79
    11     -608.540       3.53
    12(絞り)   ∞         可変
    13      785.048       2.10        1.80810    22.76
    14      -97.884       0.80        1.71300    53.87
    15       30.770       可変
    16       35.022       5.52        1.43875    94.93
    17      -88.540       3.94
    18      272.276       2.45        1.92286    20.88
    19      -57.482       0.90        1.61800    63.40
    20       22.993       3.96
    21      -35.578       0.90        1.69680    55.53
    22       47.710       3.28
    23       55.325       8.11        1.74951    35.33
    24      -23.482       1.80        1.92286    20.88
    25      -79.458       0.30
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    26       55.293       8.49        1.59551    39.24
    27      -27.707       2.30        1.92286    20.88
    28      -47.799      29.45
    29         ∞         4.00        1.51633    64.14
    30         ∞         0.80
   像面
 
群間隔
       無限遠物点        1.4m
d12       20.300        37.137
d15       23.990         7.153
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離f         291.00
Fno                 4.08
画角（２ω）        4.27°
像高IH             10.82
BF(in AIR)         32.89
全長(in AIR)      242.64
【０１８４】
数値実施例５
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1      100.000       6.30        1.48749    70.23
     2      185.738      30.22
     3       65.495       8.86        1.49700    81.61
     4      182.775      31.49
     5      102.065       3.00        1.83400    37.16
     6       35.358       9.46        1.49700    81.61
     7      353.069       3.03
     8       50.366       8.26        1.43700    95.10
     9     -127.828       2.60        1.77250    49.60
    10       68.292       3.78
    11       60.689       4.19        1.80518    25.46
    12      184.940       3.74
    13(絞り)   ∞         可変
    14     3189.272       1.86        1.84666    23.78
    15     -102.991       1.00        1.77250    49.60
    16       33.769       可変
    17       36.244       1.50        1.84666    23.78
    18       25.239       5.84        1.49700    81.61
    19      -65.798       3.29
    20     -231.178       3.35        1.80518    25.46
    21      -26.952       1.00        1.69680    55.53
    22       25.434       3.38
    23      -44.292       1.00        1.58313    59.38
    24       58.276       3.30
    25       47.386       6.21        1.64769    33.79
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    26      -44.237       1.50        1.92286    18.90
    27      -72.107       1.11
    28       55.076       9.00        1.69895    30.13
    29      -30.980       1.50        1.92286    18.90
    30     -100.926      29.84
    31         ∞         4.00        1.51633    64.14
    32         ∞         0.80
   像面
 
群間隔
        無限遠物点       1.4m
d13       21.850        39.351
d16       22.000         4.499
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離f         294.00
Fno                 4.08
画角（２ω）        4.21°
像高IH             10.82
BF(in AIR)         33.28
全長(in AIR)      236.90
【０１８５】
数値実施例６
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r           d            nd       νd
     1      100.000       8.00        1.48749    70.23
     2      190.479      30.50
     3      275.922       4.66        1.49700    81.54
     4     1341.851      26.00
     5       96.636       3.20        1.83481    42.71
     6       58.200       9.57        1.49700    81.54
     7     2218.640       0.20
     8       76.585       9.39        1.43875    94.93
     9     -156.187       2.60        1.75500    52.32
    10      163.211      30.47
    11      204.208       3.00        1.69100    54.82
    12       53.155       6.00        1.57135    52.97
    13     -239.111       2.68
    14(絞り)   ∞         可変
    15      632.607       2.03        1.85478    24.80
    16      -95.464       0.90        1.75500    52.32
    17       34.618       可変
    18       29.238       1.85        1.85478    24.80
    19       22.213       6.00        1.48749    70.23
    20      -96.295       3.10
    21      100.398       3.18        1.85478    24.80
    22      -45.430       0.90        1.72916    54.68
    23       24.049       3.79
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    24      -34.481       0.90        1.69680    55.53
    25       46.160       3.30
    26       57.204       6.85        1.60300    65.44
    27      -28.719       1.60        1.83400    37.16
    28      -56.678       0.64
    29       48.060      10.00        1.61340    44.27
    30      -24.953       1.50        1.69895    30.13
    31      -83.250      26.79
    32         ∞         4.00        1.51633    64.14
    33         ∞         0.80
  像面
 
群間隔
        無限遠物点       1.4m
d14       21.850        41.737
d17       22.000         2.113
 
各種データ（無限遠物点）
焦点距離          294.00
Fno                 4.08
画角（２ω）        4.22°
像高               10.82
BF(in AIR)         30.23
全長(in AIR)      256.89
【０１８６】
　以上の実施例１～６の収差図を、それぞれ図４～図６に示す。一つの実施例に対して、
無限遠物点合焦時における収差図を示している。また、各図中、”ＦＩＹ”は最大像高を
示す。
　これらの収差図において、それぞれ、球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差
（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）を示す。
【０１８７】
　次に、各実施例における条件式の値を掲げる。
  条件式       実施例１  実施例２  実施例３  実施例４  実施例５  実施例６
(1)dsu1o2/dG1   0.469     0.556     0.477     0.483     0.691     0.518
(2)fsu1/f       0.800     0.489     0.762     0.766     0.494     0.925
(3)fsu1/dsu1i2  5.155     6.344     4.929     4.850     4.614    10.461
(4)νsu3pmin   45.79     25.46     45.79     45.79     25.46     52.97
(5)fsu3/f       0.504     0.484     0.572     0.603     0.376     0.969
(6)dG1/LTL      0.482     0.445     0.477     0.480     0.467     0.517
(7)dsu1s/dG1    1.033     1.040     1.035     1.030     1.034     1.020
(8)θgFG5min    0.639     0.639     0.639     0.639     0.650     0.603
(9)fG5/f        0.100     0.120     0.104     0.105     0.104     0.105
(10)LTL/f       0.845     0.783     0.840     0.838     0.810     0.878
(11)fG1/f       0.436     0.442     0.438     0.438     0.438     0.464
(12)fG2/f      -0.162    -0.155    -0.163    -0.163    -0.156    -0.176
(13)fG3/f       0.222     0.168     0.202     0.199     0.201     0.191
(14)fG4/f      -0.062    -0.065    -0.063    -0.063    -0.065    -0.061
(15)νsub2op   95.10     81.61     94.93     94.93     81.61     81.54
(16)νsub2ip   95.10     95.10     94.93     94.93     95.10     94.93
(17)Y2/Y1a      0.266     0.272     0.272     0.271     0.260     0.269
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(18)Y1b/Y1a     0.755     0.721     0.753     0.749     0.641     0.783
(19)νd1bp     95.10     81.61     94.93     94.93     81.61     81.54
(20)D12/D1      0.469     0.556     0.477     0.483     0.691     0.518
【０１８８】
　図７は、電子撮像装置としての一眼ミラーレスカメラの断面図である。図７において、
一眼ミラーレスカメラ１の鏡筒内には撮影レンズ系２が配置される。マウント部３は、撮
影レンズ系２を一眼ミラーレスカメラ１のボディに着脱可能とする。マウント部３として
は、スクリュータイプのマウントやバヨネットタイプのマウント等が用いられる。この例
では、バヨネットタイプのマウントを用いている。また、一眼ミラーレスカメラ１のボデ
ィには、撮像素子面４、バックモニタ５が配置されている。なお、撮像素子としては、小
型のＣＣＤ又はＣＭＯＳ等が用いられている。
【０１８９】
　そして、一眼ミラーレスカメラ１の撮影レンズ系２として、例えば上記実施例１～６に
示した望遠レンズが用いられる。
【０１９０】
　図８、図９は、実施例１～６に示した望遠レンズを有する撮像装置の構成の概念図を示
す。図８は撮像装置としてのデジタルカメラ４０の外観を示す前方斜視図、図９は同後方
斜視図である。このデジタルカメラ４０の撮影光学系４１に、本実施例の望遠レンズが用
いられている。
【０１９１】
　この実施形態のデジタルカメラ４０は、撮影用光路４２上に位置する撮影光学系４１、
シャッターボタン４５、液晶表示モニター４７等を含み、デジタルカメラ４０の上部に配
置されたシャッターボタン４５を押圧すると、それに連動して撮影光学系４１、例えば実
施例１の望遠レンズを通して撮影が行われる。撮影光学系４１によって形成された物体像
が、結像面近傍に設けられた撮像素子（光電変換面）上に形成される。この撮像素子で受
光された物体像は、処理手段によって電子画像としてカメラ背面に設けられた液晶表示モ
ニター４７に表示される。また、撮影された電子画像は記録手段に記録することができる
。
【０１９２】
　図１０は、デジタルカメラ４０の主要部の内部回路を示すブロック図である。なお、以
下の説明では、前述した処理手段は、例えばＣＤＳ／ＡＤＣ部２４、一時記憶メモリ１７
、画像処理部１８等で構成され、記憶手段は、記憶媒体部１９等で構成される。
【０１９３】
　図１０に示すように、デジタルカメラ４０は、操作部１２と、この操作部１２に接続さ
れた制御部１３と、この制御部１３の制御信号出力ポートにバス１４及び１５を介して接
続された撮像駆動回路１６並びに一時記憶メモリ１７、画像処理部１８、記憶媒体部１９
、表示部２０、及び設定情報記憶メモリ部２１を備えている。
【０１９４】
　上記の一時記憶メモリ１７、画像処理部１８、記憶媒体部１９、表示部２０、及び設定
情報記憶メモリ部２１は、バス２２を介して相互にデータの入力、出力が可能とされてい
る。また、撮像駆動回路１６には、ＣＣＤ４９とＣＤＳ／ＡＤＣ部２４が接続されている
。
【０１９５】
　操作部１２は、各種の入力ボタンやスイッチを備え、これらを介して外部（カメラ使用
者）から入力されるイベント情報を制御部１３に通知する。制御部１３は、例えばＣＰＵ
などからなる中央演算処理装置であって、不図示のプログラムメモリを内蔵し、プログラ
ムメモリに格納されているプログラムにしたがって、デジタルカメラ４０全体を制御する
。
【０１９６】
　ＣＣＤ４９は、撮像駆動回路１６により駆動制御され、撮像光学系４１を介して形成さ
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れた物体像の画素ごとの光量を電気信号に変換し、ＣＤＳ／ＡＤＣ部２４に出力する撮像
素子である。
【０１９７】
　ＣＤＳ／ＡＤＣ部２４は、ＣＣＤ４９から入力する電気信号を増幅し、かつ、アナログ
／デジタル変換を行って、この増幅とデジタル変換を行っただけの映像生データ（ベイヤ
ーデータ、以下ＲＡＷデータという。）を一時記憶メモリ１７に出力する回路である。
【０１９８】
　一時記憶メモリ１７は、例えばＳＤＲＡＭ等からなるバッファであり、ＣＤＳ／ＡＤＣ
部２４から出力されるＲＡＷデータを一時的に記憶するメモリ装置である。画像処理部１
８は、一時記憶メモリ１７に記憶されたＲＡＷデータ又は記憶媒体部１９に記憶されてい
るＲＡＷデータを読み出して、制御部１３にて指定された画質パラメータに基づいて歪曲
収差補正を含む各種画像処理を電気的に行う回路である。
【０１９９】
　記憶媒体部１９は、例えばフラッシュメモリ等からなるカード型又はスティック型の記
録媒体を着脱自在に装着して、これらのフラッシュメモリに、一時記憶メモリ１７から転
送されるＲＡＷデータや画像処理部１８で画像処理された画像データを記録して保持する
。
【０２００】
　表示部２０は、液晶表示モニター４７などにて構成され、撮影したＲＡＷデータ、画像
データや操作メニューなどを表示する。設定情報記憶メモリ部２１には、予め各種の画質
パラメータが格納されているＲＯＭ部と、操作部１２の入力操作によってＲＯＭ部から読
み出された画質パラメータを記憶するＲＡＭ部が備えられている。
【０２０１】
　このように構成されたデジタルカメラ４０は、撮影光学系４１として本実施例の望遠レ
ンズを採用することで、小型軽量でありながら、画質を劣化させずに高解像の画像を得る
のに有利な撮像装置とすることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【０２０２】
　以上のように、本発明には、光学系の小径化が達成されると共に、諸収差の発生が良好
に抑制された望遠レンズ及びそれを有する撮像装置に適している。
【符号の説明】
【０２０３】
Ｇ１　第１レンズ群
Ｇ２　第２レンズ群
Ｇ３　第３レンズ群
Ｇ４　第４レンズ群
Ｇ５　第５レンズ群
ＧＲ　リアレンズ群
Ｓ　開口絞り
Ｉ　像面
１　一眼ミラーレスカメラ
２　撮影レンズ系
３　鏡筒のマウント部
４　撮像素子面
５　バックモニタ
１２　操作部
１３　制御部
１４、１５　バス
１６　撮像駆動回路
１７　一時記憶メモリ
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１８　画像処理部
１９　記憶媒体部
２０　表示部
２１　設定情報記憶メモリ部
２２　バス
２４　ＣＤＳ／ＡＤＣ部
４０　デジタルカメラ
４１　撮影光学系
４２　撮影用光路
４５　シャッターボタン
４７　液晶表示モニター
４９　ＣＣＤ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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